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平成１７年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 
 

１ 一般会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 平成１７年度 平成１６年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 465,617,909,452 482,426,013,649 △16,808,104,197 △3.5 

歳 出 総 額 B 455,470,820,704 470,687,587,992 △15,216,767,288 △3.2 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A-B 10,147,088,748 11,738,425,657 △1,591,336,909 △13.6 

翌年度繰越財源額 D 8,145,599,072 9,933,258,983 △1,787,659,911 △18.0 

実 質 収 支 額 E=C-D 2,001,489,676 1,805,166,674 196,323,002 10.9 

前年度実質収支額 F 1,805,166,674 1,345,771,805 － － 

単年度収支額 G=E-F 196,323,002 459,394,869 △263,071,867 △57.3 

財政調整基金 
積 立 額 H 3,852,880 6,093,064 △2,240,184 △36.8 

地方債繰上償還額 I 0 0 － － 

財政調整基金 
取 崩 額 J 0 0 － － 

実質単年度収支額 K= 
G+H+I-J 200,175,882 465,487,933 △265,312,051 △57.0 

 
 
○ 歳入総額は、４，６５６億１，７９０万９，４５２円 
歳出総額は、４，５５４億７，０８２万  ７０４円となった。 

 
○ 歳入は、前年度決算額より１６８億８１０万円余、３．５％の減、歳出は１５２億１，６７６万円余、

３．２％の減とそれぞれ前年度を下回ることとなった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１０１億４，７０８万円余で、平成１８年度への繰越財源額

８１億４，５５９万円余を差し引いた実質収支額は、２０億１４８万円余の黒字となった。 
 
○ 平成１７年度の実質収支額から、前年度実質収支額の１８億５１６万円余を差し引いた単年度収支額は、

１億９，６３２万円余の黒字となった。 
 
○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立金３８５万円余を加えた実質単年度収支額は、２億１７万円余の

黒字となった。 
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（歳入の状況） 
 
○ 総 括 

予 算 現 額 ５，０１２億８，１６６万５，０８４円 
調 定 額 ４，７０９億２，８０４万７，６２９円 
収 入 済 額 ４，６５６億１，７９０万９，４５２円 
不納欠損額 ３億４，６２１万３，８４０円 
収入未済額 ４９億６，３９２万４，３３７円 

 
収入率は、予算現額に対し９２．９％、調定額に対し９８．９％となった。 

   （前年度収入率は対予算現額 ９２．３％、対調定額 ９８．９％） 
 

また、収入済額を前年度と比べると、１６８億８１０万円余、３．５％の減となった。 
 

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないと認定されたものであるが、内容は県税と県税に係

る加算金である。 
 

収入未済額は調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８４．１％、使用料及び

手数料（県営住宅使用料等）が８．０％を占めている。 
 
 
○ 主なもの 
 
県税  
収入済額は、９４８億８，３８７万円余で、前年度に比べ、３１億６，１２４万円余、３．４％の増

となった。  
これは、法人事業税 ２０億１，４１９万円、個人県民税 ９億９，５２５万円、法人県民税 ７億

９，３５４万円、不動産取得税 ５億４，２４７万円の増、県民税利子割 ９億１，８５４万円の減等に

よるものである。 
 

 
 
地方消費税清算金  
収入済額は、１８２億３，９３０万円余で、前年度に比べ、１７億６，２２８万円余、８．８％の減

となった。 
 
 
 
地方譲与税  
収入済額は６５億７，６７０万円余で、前年度に比べ、３１億４，６２４万円余、９１．７％の増

となった。  
これは、所得譲与税 ３１億９，８５２万円の増等によるものである。 
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 地方特例交付金  
収入済額は、５４億５，４２１万円余で、前年度に比べ、３０億６，７１７万円余、１２８．５％の増

となった。 
 
 
 
 地方交付税  

収入済額は、１，２５２億３８９万円余で、前年度に比べ、７２億４，９６８万円、５．５％の減

となった。  
 これは、普通交付税 ６９億３，１６０万円、特別交付税 ３億１，８０８万円の減によるものである。 

 
 
 
分担金及び負担金  
収入済額は、４６億６，６５７万円余で、前年度に比べ、８億３，０４３万円余、１５．１％の減

となった。  
 これは、都市計画費負担金 ２億９，６３７万円の増、農地費負担金 ６億６，３７８万円、道路橋り

ょう費負担金 ２億１，４７１万円、社会福祉費負担金 １億１，０１５万円の減等によるものである。 

 
 
 
 使用料及び手数料  

収入済額は、９２億４，０５６万円余で、前年度に比べ、８，６０３万円余、０．９％の減となった。  
 これは、証紙収入 ６，０１４万円、高等学校費使用料 ４，２９２万円の減等によるものである。 

 
 
 
国庫支出金  
収入済額は、７６０億４５５万円余で、前年度に比べ、１３６億７，３６２万円余、１５．２％の減

となった。  
 これは、土木費国庫補助金 ５５億７，９６６万円、教育費国庫負担金 ３５億３，９２４万円、農林

水産業費国庫補助金 ２６億５，３６９万円、公債費国庫補助金 １５億３，０２１万円の減等によるも

のである。 
 
 
 
 財産収入 
    

収入済額は、１４億９，１５０万円余で、前年度に比べ、９億８，３８５万円余、１９３．８％の増

となった。 
 

これは、出捐金返還収入 １０億２，５８５万円の増、不動産売払収入 ３，２９８万円の減等による

ものである。 
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繰入金  
収入済額は、２６億４，３９５万円余で、前年度に比べ、２２億５，３６７万円余、４６．０％の減

となった。 
 
 これは、電気事業会計繰入金 １億円の増、緊急地域雇用創出特別基金繰入金 １１億９，００９万円、

県債管理基金繰入金 ８億円、公共施設整備等事業基金繰入金 ４億円の減等によるものである。 
 
 
 
諸収入 
収入済額は、１８６億４，９４６万円余で、前年度に比べ、３億８，７６３万円余、２．０％の減

となった。 
 
 これは、受託事業収入 ５億３，７１７万円、雑入 ５億２，７２２万円、収益事業収入 １億１，０１９

万円の増、貸付金等償還金 １６億５，７３８万円の減等によるものである。 
 
 
 
県債  

収入済額は、９０３億６，７００万円で、前年度に比べ、６億２，０１０万円、０．７％の減となった。 
 
 これは、単独事業債 １０４億１，１００万円の増、臨時財政対策債 ６５億１，９００万円、一般補

助事業債 ３８億８，２００万円、減税補てん債 ５億４，９１０万円の減等によるものである。 
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（歳出の状況） 
 
○ 総 括 

予 算 現 額 ５，０１２億８，１６６万５，０８４円 
支 出 済 額 ４，５５４億７，０８２万  ７０４円 
翌年度繰越額 ３２３億７，８６４万６，５３７円 
不 用 額 １３４億３，２１９万７，８４３円 

 
支出済額は、前年度に比べ、１５２億１，６７６万円余、３．２％の減となっている。（予算現額の対前年

度増減率△４．１％） 
 

予算現額に対する執行率は、９０．９％であり、前年度の執行率９０．０％に比べ、０．９ポイントの増

となっている。 
 
 
○ 主なもの 
 
 総務費  

支出済額は、２９６億７，０９５万円余で、前年度に比べ、１３億５，５６４万円余、４．８％の増

となった。 
 
 これは、県民文化ホール運営管理費 ８億２，８５４万円、市町村合併推進事業費 ６億２，２２９万

円、衆議院議員選挙費 ６億９８７万円、国勢調査費 ４億３８万円の増、退職手当 ５億７，２０６万

円、参議院議員選挙費 ５億２，２４３万円の減等によるものである。 
 
 
 
民生費  
支出済額は、３８７億６，６３７万円余で、前年度に比べ、６３億１０９万円余、１９．４％の増

となった。 
 

これは、あけぼの医療福祉センター費 ４５億５，８８１万円、国民健康保険安定化対策事業費 ４０億

５，２３３万円の増、扶助費 ９億９，３６４万円、老人福祉施設整備費 ８億５，２１９万円の減等に

よるものである。 
 

 
 
衛生費  
支出済額は、１２９億６９１万円余で、前年度に比べ、４億９，１９６万円余、３．７％の減となった。 

 
これは、看護師等養成所指導費 １億３，９５１万円、災害医療対策費 １億３，５７４万円の増、病

院事業会計への繰出金 ７億２，４６８万円の減等によるものである。 
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労働費  
支出済額は、１４億２，５９２万円余で、前年度に比べ、５億９，３１１万円余、２９．４％の減

となった。 
 

これは、緊急地域雇用創出対策事業費 ５億９，９１１万円の減等によるものである。 

 
 
 
農林水産業費  
支出済額は、４２５億２，１１０万円余で、前年度に比べ、６１億８，１８３万円余、１２．７％の減

となった。 
 

これは、土地改良費 ３８億６，９０２万円、復旧治山費 ７億３，２１０万円 山村地域活性化林道

整備費 ２億８，０４０万円、水源地域緊急整備事業費 ２億６，９７１万円、山村振興等農林漁業対策

事業費 ２億２，６９７万円の減等によるものである。 
 
 
 
商工費  
支出済額は、７２億２，２５４万円余で、前年度に比べ、１８億３，３０７万円余、２０．２％の減

となった。 
 

これは、資金対策費 １３億５，８４８万円、やまなしベンチャーファンド組成事業費 ２億円、 信

用補完対策費 １億３，４８８万円の減等によるものである。 
 
 
 
土木費  
支出済額は、９８５億６，８７２万円余で、前年度に比べ、７５億３，０６７万円余、７．１％の減

となった。 
 

これは、道路橋りょう整備費 ３３億５，９２３万円、ダム建設費 ３２億１，２７０万円、道路橋り

ょう建設費 １７億２，８０２万円の減等によるものである。 
 
 
 
警察費  
支出済額は、２５７億１５９万円余で、前年度に比べ、３８億７，０９３万円余、１７．７％の増

となった。 
 

これは、総合交通センター建設費 ３８億５，９６８万円の増等によるものである。 
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教育費  
支出済額は、９８９億８，７５７万円余で、前年度に比べ、３２億５，１１８万円余、３．２％の減

となった。 
 

これは、県立大学整備事業費 １１億２，８７３万円、養護学校等施設整備費 ７億１，５１４万円の

増、県立博物館建設費 ３３億６，４９５万円、高等学校施設整備費 １４億７，１６７万円、職員退職

手当 ８億８，６２５万円の減等によるものである。 
 
 
 
災害復旧費  
   支出済額は、１３億９，２８６万円余で、前年度に比べ、６，４４１万円余、４．４％の減となった。 
 

これは、農林水産施設災害復旧費 ９，２２８万円の減等によるものである。 

 
 
 
公債費  
支出済額は、７５７億８，４６３万円余で、前年度に比べ、５３億８，３２９万円余、６．６％の減

となった。 
 
 
 
諸支出金  
支出済額は、２１５億５，１５８万円余で、前年度に比べ、１４億９１０万円余、６．１％の減となった。 

 
これは、地方消費税交付金 ８億８，２８５万円、利子割交付金 ４億７１５万円、地方消費税清算金 

３億１，９４２万円の減等によるものである。 
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２ 特別会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 平成１７年度 平成１６年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 158,780,210,486 158,427,674,698 352,535,788 0.2 

歳 出 総 額 B 145,069,003,714 147,570,927,400 △2,501,923,686 △1.7 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A-B 13,711,206,772 10,856,747,298 2,854,459,474 26.3 

翌年度繰越財源額 D 269,780,541 157,526,915 112,253,626 71.3 

実 質 収 支 額 E=C-D 13,441,426,231 10,699,220,383 2,742,205,848 25.6 

 
 
○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。 
 
○ 歳入総額は、１，５８７億８，０２１万  ４８６円 
歳出総額は、１，４５０億６，９００万３，７１４円となった。 

 
○ 歳入は、前年度決算額より３億５，２５３万円余、０．２％の増、歳出は２５億１９２万円余、１．７％の

減となった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１３７億１，１２０万円余で、平成１８年度への繰越財源額

２億６，９７８万円余を差し引いた実質収支額は、１３４億４，１４２万円余となり、１１会計が黒字、１

会計が収支同額となった。 
 
 
 
○ 会計別の状況  
 
 恩賜県有財産特別会計 
 

収入済額は、８９億４，６００万円余で、前年度に比べ、１，０１９万円余、０．１％の増となった。 
 

これは、一般会計繰入金 １億６，９３９万円 林道債 ９，２００万円、事業費県補助金 ７，８７８

万円、財産貸付収入 ２，０６２万円の増、繰越金 ３億８，６８９万円の減等によるものである。 
 
 
   支出済額は、７６億６，１１２万円余で、前年度に比べ、１億４，２１４万円余、１．９％の増となった。 
 

これは、林道費 ２億４５９万円、計画調査費 ３，７５６万円の増、造林費 １億１，７５６万円の

減等によるものである。 
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教育奨励資金特別会計  
収入済額は、６，３３６万円余で、前年度に比べ、２５０万円余、４．１％の増となった。 

 
これは、繰越金 ５６８万円の増、教育奨励資金貸付金償還金 １８１万円、教育費国庫補助金 １３７

万円の減によるものである。 
 
 
   支出済額は、１５１万円余で、前年度に比べ、１２３万円余、４４．９％の減となった。 
 
 これは、学資貸付金 １２２万円の減等によるものである。 

 
 
 
 
 
災害救助基金特別会計  
収入済額は、１５万円余で、前年度に比べ、２万円余、１７．３％の増となった。 

 
 これは、財産収入 ２万円の増によるものである。 

 
 
   支出済額は、１５万円余で、前年度に比べ、２万円余、１７．３％の増となった。 
 
 これは、備蓄費 ２万円の増によるものである。 

 
 
 
 
 
母子寡婦福祉資金特別会計  
収入済額は、３億７，６８３万円余で、前年度に比べ、６９９万円余、１．８％の減となった。 

 
これは、母子福祉資金元利収入 ６７７万円、繰越金 ８３万円の減等によるものである。 

 
 
   支出済額は、１億６，７８４万円余で、前年度に比べ、４，６８７万円余、３８．７％の増となった。 
 
 これは、償還金、利子及び割引料 ３，１７２万円、一般会計繰出金 １，８２０万円の増等よるもの

である。 
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中小企業近代化資金特別会計  
収入済額は、８３億１，９１６万円余で、前年度に比べ、８億２，２７５万円余、１１．０％の増

となった。 
 
 これは、高度化資金貸付金償還金 ８億１，１７１万円の増等によるものである。 

 
 
   支出済額は、２７億５，２７４万円余で、前年度に比べ、２億６，８７２万円余、８．９％の減となった。 
 
 これは、小規模企業者等設備導入資金貸付金 １億４，９６８万円、県単独中小企業設備貸与資金貸付

金 １億２，１１６万円の減等によるものである。 
 
 
 
 
 
農業改良資金特別会計  
収入済額は、４億３，１８９万円余で、前年度に比べ、６，４７５万円余、１７．６％の増となった。 

 
 これは、農業改良資金債 ８，０００万円、一般会計繰入金 ３，９４０万円の増、繰越金 ２，７８０

万円、農業改良資金償還金 ２，７０５万円の減等によるものである。 
 
 
   支出済額は、２億９１８万円余で、前年度に比べ、３，０４７万円余、１２．７％の減となった。 
 
 これは、償還金 ２，０００万円、繰出金 １，０００万円の減等によるものである。 

 
 
 
 
 
市町村振興資金特別会計  
収入済額は、５３億１，７２６万円余で、前年度に比べ、２億３，１７１万円余、４．６％の増となった。 

 
これは、繰越金 ３億２，４５１万円の増、貸付金元利収入 ９，２８０万円の減によるものである。 

 
 
   支出済額は、２７億８，７２８万円余で、前年度に比べ、３億２，７３３万円余、１３．３％の増

となった。 
 
 これは、市町村振興資金貸付金 ３億２，６９０万円の増等によるものである。 
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県税証紙特別会計  
収入済額は、３８億９，４４０万円余で、前年度に比べ、１億４，３８９万円余、３．６％の減となった。 

 
 これは、自動車取得税証紙収入 １億３，２１４万円の減等によるものである。 

 
 
   支出済額は、３８億８，１９４万円余で、前年度に比べ、１億３，２９５万円余、３．３％の減となった。 
 
 これは、自動車取得税繰出金 １億１，４０９万円の減等によるものである。 

 
 
 
 
 
集中管理特別会計  
収入済額は、１，１８１億９，５９２万円余で、前年度に比べ、２億５３０万円余、０．２％の増

となった。 
 
 これは、給与管理収入 １億９，３８９万円の増等によるものである。 

 
 
   支出済額は、１，１８１億４，３６３万円余で、前年度に比べ、１億９，３５９万円余、０．２％の増

となった。 
 

これは、給与管理費 １億９，６２９万円の増等によるものである。 

 
 
 
 
 
商工業振興資金特別会計  
収入済額は、３８億４，５２１万円余で、前年度に比べ、１３億４，９９９万円余、５４．１％の増

となった。 
 

これは、繰越金 ８億５，０２５万円、貸付金元利収入 ４億９，９７４万円の増によるものである。 
 
 
   支出済額は、１１億１，８０７万円余で、前年度に比べ、５億２，６８９万円余、３２．０％の減

となった。 
 
 これは、資金貸付金 ５億２，７０８万円の減等によるものである。 
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林業・木材産業改善資金特別会計  
収入済額は、２億６，４００万円余で、前年度に比べ、４，８７１万円余、２２．６％の増となった。 

 
 これは、木材産業等高度化推進資金債 ４，４３８万円の増等によるものである。 

 
 
   支出済額は、１億４，６２１万円余で、前年度に比べ、１，６９１万円余、１３．１％の増となった。 
 
 これは、償還金 ４，６８７万円の増等によるものである。 

 
 
 
 
流域下水道事業特別会計  
収入済額は、９１億２，５９６万円余で、前年度に比べ、２２億３，２５３万円余、１９．７％の減

となった。 
 
 これは、事業費県補助金 １５億１，３６９万円、下水道債 ４億４，９００万円の減等によるもので

ある。 
 
 
   支出済額は、８１億９，９２９万円余で、前年度に比べ、２２億６，８５２万円余、２１．７％の減

となった。 
 

これは、流域下水道建設費 ２３億４，３８５万円の減等によるものである。 
 
 
 


